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令和６年度　市民税・県民税（住民税）申告の手引

１．令和６年１月１日現在、横須賀市内に住んでいた人

２．令和６年１月１日現在、横須賀市に事務所・事業所・家屋敷を有していた市外の人

市民税・県民税の申告と税務署に申告する確定申告は異なるものです。確定申告をした人は市・県民税
の申告書の提出は不要です。 確定申告に関しては、居住地の税務署に確認してください。

（横須賀市にお住まいの人は、横須賀税務署 電話 046-824-5500） 

■郵送での申告を是非ご利用ください。申告会場は大変混みあいます。窓口で待つことなく

　申告できる郵送が便利です。申告に必要な書類は２ページを参照してください。

■インターネット上で申告書の作成や税額の試算ができます。



開設年月日
令和5年中に開設した人のみ記入

事務所等の
電話番号年　　月　　日

令和5年中の所得金額
（分離課税の場合は特別

控除前の額）の合計額

円
同一生計配偶者と
扶養親族の合計数

人

あなたが該当する場合は
○をつけてください

寡婦・ひとり親・障害者・未成年
確定申告の
申告区分 青色・白色

11．事務所・事業所・家屋敷に関する記入欄

横須賀市内にある
事務所等の内容

区分 事務所・事業所・家屋敷

所有区分 自己所有・借事務所等・借家等

6,100,000 2

■ 申告に必要なもの

■ 申告書を提出する人

■ 市内に事務所・事業所・家屋敷を有し、市外に住んでいる人は、均等割（4,300円）が課税されます。

現在の住所 同上 ・その他

(あて先)
令和　６年度 市民税・県民税申告書

横須賀市長
 １月１日現在の
 住所地

横須賀市 小川町11番地
（家屋敷等の所在地）

現在の職業

無職
 氏    名

市民税　一郎
生 年 月 日 電 話 番 号

　　　　大正：2　昭和：3
　　　　平成：4　令和：5個 人 番 号 1 2 3 4 5 6 7 8 9 8 7 6
元号 年 月 日

カ

シ ミ ン セ 3゛ イ イ チ ロナ 9 9 91 6 0 2 0 2 番号
通知 9氏 9

名

ウ

※空欄の場合元号は数字で記入してください。

046-822-△△△△

( )

12



1

■ 給与収入がある人・・・９ページの記入例 2 を参考に記入してください。

■ 公的年金等の収入がある人や、報酬・個人年金保険等の雑所得にあたる収入がある人

■ 所得金額調整控除

130万円未満  収入金額　－　60万円  収入金額  －　50万円  収入金額  －　40万円 330万円未満  収入金額  －  110万円  収入金額  － 100万円  収入金額  －　90万円

　130万円以上
　　410万円未満

 収入金額×75%
　　　 －　27万５千円

 収入金額×75%
　　   　 －　17万５千円

 収入金額×75%
　 　　　－　　7万５千円

　330万円以上
　　410万円未満

 収入金額×75%

 　         －　27万５千円

 収入金額×75%

　          －　17万５千円

 収入金額×75%
　          －　7万５千円

　410万円以上
　　770万円未満

 収入金額×85%
　　　 －　68万５千円

 収入金額×85%
　　　    －　58万５千円

 収入金額×85%
　　　　 －　48万５千円

　410万円以上
　　770万円未満

 収入金額×85%

　          －　68万５千円

 収入金額×85%

　          －　58万５千円

 収入金額×85%
　        －　48万５千円

　770万円以上
　1000万円未満

 収入金額×95%
　　　 －145万５千円

 収入金額×95%
　　   　 －135万５千円

 収入金額×95%
　　　　 －125万５千円

　770万円以上
　1000万円未満

 収入金額×95%

 　         －145万５千円

 収入金額×95%

　          －135万５千円

 収入金額×95%
　      －  125万５千円

1000万円以上
 収入金額
　　　 －195万５千円

 収入金額
　　　    －185万５千円

 収入金額
　　　　 －175万５千円

1000万円以上
 収入金額

　          －195万５千円

 収入金額

　          －185万５千円

 収入金額
　       － 175万５千円

65歳未満（昭和34年1月2日以降生まれ）の人の雑所得金額 ⑦ 65歳以上（昭和34年1月1日以前生まれ）の人の雑所得金額 ⑦

年金の収入

金額の合計額

公的年金以外の

合計所得が

2000万円超

年金の収入

金額の合計額

公的年金以外の

合計所得が1000万円超

2000万円以下

公的年金以外の

合計所得が

1000万円以下

公的年金以外の

合計所得が

1000万円以下

公的年金以外の

合計所得が1000万円超

   2000万円以下

公的年金以外の

合計所得が

2000万円超



■ 営業等、農業、不動産収入がある人

■ 利子・配当・譲渡・一時・分離課税所得がある人

■ 収入と所得

青 色 申 告
特 別 控 除 額

項 目 金 額 項 目 金 額

家 賃 収 入
円

円

固定資産税
円

円
地 代

円

火 災 保 険
円

円

円 円

所得税における青色申告の承認の有無 □承認あり　□承認なし

円

収

入

合 計

必

要

経

費

円
合 計

円

円

４５０,０００ １９,２００

７５,０００

６,５２１

１００,７21４５０,０００

３．事業・不動産所得に関する事項

✓



■ 「３ 所得から差し引かれる金額に関する事項」と「４ 所得から差し引かれる金額」（所得控除）
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■ 配偶者控除、配偶者特別控除について・・・控除を受けるための条件は６ページを確認してください。

■ 国外居住親族に係る扶養控除等の適用について

■ 寄附金に関する事項（申告書ウラ面４）

■ 所得金額調整控除に関する事項（申告書ウラ面１３）



所、氏名、必ず住 個人番号

（マイナンバー）、電話番号、

職業を記入してください。

令和５年分公的年金等の
源泉徴収票の支払金額を記入
合計額を㋖へ転記

支払金額を記入し、

で算出した控除額を⑮へ転記
５ページの「生命保険料控除表」

合計額を へ
転記

⑬
３ページ中段の
「【表２】公的年金等に係る
雑所得の速算表」の区分に応じて
算出した額を⑦へ転記

誤った記入をしても
訂正印は不要です。

㉔
６ページの基礎控除を
参考に に記入

額に、「雑損控除㉖」と「医療費控除㉗」

（㉖と㉗が空欄の場合は、㉕と同額を記入）
の額を合計した額を記入
㉕の

Ⓒ

ⒶからⒷを差し引き、
所得金額の合計の５％（小数点以下切捨て）又は10万円を引いた額を㉗に転記

医療費控除の明細書を作成した上で記入

該当する場合は、控除額を㉑へ転記
（同一生計配偶者の場合も記入）

７ページの「配偶者控除、配偶者特別控除について」を参考に配偶者控除に

配偶者特別控除に該当する場合は、配偶者の合計所得金額の欄に記入のうえ、
控除額を㉒へ転記



必ず住所、氏名、個人番号

（マイナンバー）、電話番号、

職業を記入してください。

で算出した額を⑥へ転記

３ページ上段の
「【表１】給与所得の速算表」

支払金額を記入し、５ページの
「生命保険料控除表」で算出した
控除額を⑮へ転記

偶者の合計所得金額の欄
に記入のうえ、控除額を㉒へ転記

７ページの「配偶者控除、配偶者特別控除について」を参考に、
配偶者控除に該当する場合は、控除額を㉑へ転記（同一生計配

配偶者特別控除に該当する場合は、配
偶者の場合も記入） ５ページの障害者控除

を参考に⑳へ転記

16歳未満の扶養親族も記入

参考に㉔に記入
６ページの基礎控除を

㉕の額に、「雑損控除㉖」と「医療費控除㉗」
の額を合計した額を記入
（㉖と㉗が空欄の場合は、㉕と同額を記入）

会社員




